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算定基礎届の提出を終えました。御協力ありがとうございます。

算定基礎届の内容が反映された標準報酬月額決定通知書は、９月半ばまでに年金事務センターから直接事業所に郵送されてきます。４、５、６月の給与データが記載されていますので、開封は担当の方が行うよう十分ご注意下さい。
職場における熱中症で、17名の労働者が死亡しており（平成20年度）、4日以上休業した者は、300名に上っています（平成19年度）。熱中症を予防するため、会社でも対策をしていきましょう。

1.熱中症の症状の周知と救急措置
熱中症と疑われる症状が現れていても、認識不足から症状が悪化して初めて病院へ搬送する例が多く認められます。予め労働者に対して、熱中症の症状を周知させ、症状が認められた場合には、休憩をとらせ、症状が改善しない場合は病院に連れて行く、などの措置をとれるようにしておくのがよいでしょう。
熱中症の軽度の症状には、以下のようなものがあげられます。
①めまい・立ちくらみ、頭痛
脳への血流が瞬間的に不十分になったことを示し、“熱失神”と呼ぶこともあります

②筋肉痛・筋肉の硬直

「こむら返り」のことで、その部分の痛みを伴います。発汗に伴う塩分（ナトリウム等）の欠乏により生じます。これを“熱痙攣”と呼ぶこともあります。

③大量の発汗

2.労働者の健康状態の確認
労働者の行動及び健康状態を把握していないこと等から、熱中症の発症に気付くのが遅れ、発見されたときにはすでに症状が悪化している例も認められます。

作業場所の巡視等を頻繁に行い、作業場所及び労働者の健康状態等を把握・確認しておくことが大切です。

3.休憩及びその設備の確保
予め、日除けや風通しを良くするための設備を設置し、涼しい場所で休憩を頻繁にとらせる等、作業場所及び労働者の健康状態を考慮した作業を行わせることが大切です。
熱中症になる人は水分を補給しているものの、塩分を補給していないことが多いようです。予防のため、水分だけでなく塩分の補給も行うよう注意しましょう。
うつ病等の精神疾患は、本人の性格や家族の問題などプライベートな部分に原因があると考えられることが多いですが、労働環境など、職場環境に原因がある場合もあります。両者は相互に影響を与え合っています。

　労働環境の要因が多くを占めると判断された場合、うつ病が労災と認定されることがあります。具体的には以下の３つに該当する場合です。

①うつ病を発症している。

②うつ病発症前おおむね６ヵ月の間に、客観的にうつ病を発病させるような業務による強い心理的負荷が認められる。

③業務以外の心理的負荷及び個体側要因によってうつ病になったのではないことが認められる。

　①があきらかになった後、②、③についてそれぞれ検討され、総合的な判断がされます。

　②の判断は、「過重な責任の発生、仕事の量・質の変化、仕事の失敗、仕事における対人関係の変化」など、「職場における心理的負荷評価表」を用いて行います。　　

③の判断は、「自分の出来事、自分以外の家族・親族の出来事、金銭関係」など、「職場以外の心理的負荷評価表」を用いて行います。

　会社では、うつ病の従業員がでた場合、これらを基に検討をし、あきらかに業務が原因であると考えられる場合は、労災の申請を行なうことも考えるべきでしょう。

プライベートと職場環境の複合的なもの、と判断できる場合でも、職場環境側からの要因をつきとめ、今後のために改善方法を考えるのがよいでしょう。

Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；先日雷によって会社が停電してしまいました。停電している間従業員には自由に休憩をとってもらい、1時間後、送電が再開されたため仕事に戻ってもらいました。1時間の休憩を与えたため、仕事の終業時間を1時間繰り下げました。当社の所定労働時間は8時間ですので、この日の労働時間も実質は8時間だと思いますが、このような場合でも1時間の割増賃金を支払わなければなりませんか？
Ａ； 労働基準法第37条は、使用者に対し、日もしくは週の法定労働時間を超えて労働させた時間、割増賃金を支払う義務を課しています。
　日または週の法定労働時間というのは、1日8時間、1週40時間の実労働時間のことを指します。

今回のようなケースについて行政解釈があり、「就業時間中の停電または屋外労働における降雨、降雪などにより作業を一時中止して、自由に休憩をせしめ、送電または天候の回復を待って作業を続開し、停電または降雨、降雪で休憩せしめた時間だけ終業時刻を繰り下げた場合、その労働時間が前後通算して8時間または週の法定労働時間以内の場合には割増賃金の支給を要しない」としています。
就業規則に「法定労働時間を超えた場合には時間外手当を支払う」と定められており、停電中従業員に休憩を自由にとらせていたのであれば、1日の実労働時間が8時間を超えないため、繰り下げた1時間に対して割増賃金を支払う必要はありません。
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うつ病の労災認定





算定基礎届のご注意
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　8月11日（水）から


　8月13日（金）まで


休業させていただきます。


宜しくお願い致します。





熱中症の予防について
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